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＜参考＞地方自治法（抄）

第２１８条　普通地方公共団体の長は、予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加そ
の他の変更を加える必要が生じたときは、補正予算を調製し、これを議会に提出することができる。
２　普通地方公共団体の長は、必要に応じて、一会計年度のうちの一定期間に係る暫定予算を調製
し、これを議会に提出することができる。
３　前項の暫定予算は、当該会計年度の予算が成立したときは、その効力を失うものとし、その暫定
予算に基づく支出又は債務の負担があるときは、その支出又は債務の負担は、これを当該会計年度の
予算に基づく支出又は債務の負担とみなす。
４　普通地方公共団体の長は、特別会計のうちその事業の経費を主として当該事業の経営に伴う収入
をもつて充てるもので条例で定めるものについて、業務量の増加により業務のため直接必要な経費に
不足を生じたときは、当該業務量の増加により増加する収入に相当する金額を当該経費（政令で定め
る経費を除く。）に使用することができる。この場合においては、普通地方公共団体の長は、次の会
議においてその旨を議会に報告しなければならない。

（補正予算、暫定予算等）

②一般的な行政サービスを提供するために必要な経費、維持管理費

　また、歳入については暫定期間中に収入が見込まれるものを計上して
います。

一般会計暫定予算の概要

　平成２８年第１回市議会定例会において、平成２８年度一般会計当初
予算（通年予算）が否決となったことから、３月３１日に開催された第
２回市議会臨時会において「平成２８年一般会計暫定予算（４月・５月
の２ヶ月間）」が可決し成立し、暫定予算期間となっています。
　暫定予算とは、本予算（通年）が年度開始前までに成立する見込みが
ない場合、一定期間について、行政の中断を防ぐため、本予算（通年）
が成立するまでの間の「つなぎ予算」として、最小限度の必要とされる
経費で編成されるものです。

　平成２８年度一般会計暫定予算には、暫定期間（平成２８年４月から
５月末まで）に必要な主に以下に掲げるものを計上しています。

①人件費、公債費、扶助費などの義務的経費
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１　総括表

⑴　歳入

（単位：千円・％）

平 成 ２ ８ 年 度
暫定予算（Ａ）

構成比
平 成 ２ ７ 年 度
当初予算（Ｂ）

構成比 （ Ａ ） － （ Ｂ ） 伸 率

１ 市 税 2,036,716 59.1 20,126,440 53.9 △ 18,089,724 △ 89.9

２ 地 方 譲 与 税 0 0.0 152,000 0.4 △ 152,000 △ 100.0

３ 利 子 割 交 付 金 0 0.0 138,000 0.4 △ 138,000 △ 100.0

４ 配 当 割 交 付 金 0 0.0 280,000 0.8 △ 280,000 △ 100.0

５ 株式等譲渡所得割交付金 0 0.0 173,000 0.5 △ 173,000 △ 100.0

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 0 0.0 2,401,000 6.4 △ 2,401,000 △ 100.0

７ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 60,000 0.2 △ 60,000 △ 100.0

８ 地 方 特 例 交 付 金 30,000 0.9 55,000 0.1 △ 25,000 △ 45.5

９ 地 方 交 付 税 0 0.0 50,000 0.1 △ 50,000 △ 100.0

１０ 交通安全対策特別交付金 0 0.0 12,000 0 △ 12,000 △ 100.0

１１ 分 担 金 及 び 負 担 金 57,227 1.7 319,507 0.9 △ 262,280 △ 82.1

１２ 使 用 料 及 び 手 数 料 231,994 6.7 864,966 2.3 △ 632,972 △ 73.2

１３ 国 庫 支 出 金 871,169 25.3 5,937,888 15.9 △ 5,066,719 △ 85.3

１４ 都 支 出 金 188,085 5.5 5,155,882 13.8 △ 4,967,797 △ 96.4

１５ 財 産 収 入 1,729 0.0 24,533 0.1 △ 22,804 △ 93.0

１６ 寄 附 金 0 0.0 3,221 0 △ 3,221 △ 100.0

１７ 繰 入 金 0 0.0 583,254 1.6 △ 583,254 △ 100.0

１８ 繰 越 金 0 0.0 270,000 0.7 △ 270,000 △ 100.0

１９ 諸 収 入 27,383 0.8 270,409 0.7 △ 243,026 △ 89.9

２０ 市 債 0 0.0 462,900 1.2 △ 462,900 △ 100.0

3,444,303 100.0 37,340,000 100.0 △ 33,895,697 △ 90.8合 計

款
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⑵　歳出（目的別）

（単位：千円・％）

平 成 ２ ８ 年 度
暫定予算（Ａ）

構成比
平 成 ２ ７ 年 度
当初予算（Ｂ）

構成比 （ Ａ ） － （ Ｂ ） 伸 率

１ 議 会 費 75,439 1.0 403,000 1.1 △ 327,561 △ 81.3

２ 総 務 費 893,935 12.1 3,383,994 9.1 △ 2,490,059 △ 73.6

３ 民 生 費 3,357,795 45.5 17,288,641 46.3 △ 13,930,846 △ 80.6

４ 衛 生 費 750,980 10.2 4,022,021 10.8 △ 3,271,041 △ 81.3

５ 労 働 費 2,417 0.1 14,246 0.0 △ 11,829 △ 83.0

６ 農 林 水 産 業 費 4,736 0.1 37,185 0.1 △ 32,449 △ 87.3

７ 商 工 費 26,952 0.4 176,194 0.5 △ 149,242 △ 84.7

８ 土 木 費 702,791 9.5 4,207,450 11.3 △ 3,504,659 △ 83.3

９ 消 防 費 611,297 8.3 1,713,956 4.6 △ 1,102,659 △ 64.3

１０ 教 育 費 835,894 11.3 3,228,123 8.6 △ 2,392,229 △ 74.1

１１ 公 債 費 60,468 0.8 2,747,909 7.3 △ 2,687,441 △ 97.8

１２ 諸 支 出 金 2,311 0.0 64,720 0.2 △ 62,409 △ 96.4

１３ 予 備 費 52,933 0.7 52,561 0.1 372 0.7

7,377,948 100.0 37,340,000 100.0 △ 29,962,052 △ 80.2

⑶　歳出（性質別）

（単位：千円・％）

平 成 ２ ８ 年 度
暫定予算（Ａ）

構成比
平 成 ２ ７ 年 度
当初予算（Ｂ）

構成比 （ Ａ ） － （ Ｂ ） 伸 率

人 件 費 1,227,665 16.6 6,099,072 16.3 △ 4,871,407 △ 79.9

扶 助 費 1,368,862 18.6 9,070,571 24.3 △ 7,701,709 △ 84.9

公 債 費 60,468 0.8 2,747,909 7.4 △ 2,687,441 △ 97.8

小 計 2,656,995 36.0 17,917,552 48.0 △ 15,260,557 △ 85.2

2,113,190 28.6 6,814,781 18.3 △ 4,701,591 △ 69.0

25,267 0.4 174,888 0.5 △ 149,621 △ 85.6

989,050 13.4 5,166,747 13.8 △ 4,177,697 △ 80.9

0 0 268,192 0.7 △ 268,192 皆減

1 0 601 0.0 △ 600 △ 99.8

912,553 12.4 4,117,070 11.0 △ 3,204,517 △ 77.8

627,959 8.5 2,827,608 7.6 △ 2,199,649 △ 77.8

52,933 0.7 52,561 0.1 372 0.7

7,377,948 100.0 37,340,000 100.0 △ 29,962,052 △ 80.2合 計

義

務

的

経

費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

予 備 費

款

合 計

区 分
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